
技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針 

                  平成２６年３月 

１ 現 状 

（1）職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等及び民間従業員データ 

区分 

公務員 民間  

Ａ／B 

 
職員数 平均給料月額 

平均給与月額

(A) 
平均年齢 

対応する民間

の類似職種 

平均給与月額 

(Ｂ) 
平均年齢 

  全 体 9 人 264,800 円 272,878 円 59.2 歳 － － － － 

 給食調理員 7 人 254,200 円 262,629 円 58.8 歳 調理士 233,100 円 44.1歳 1.13 

 用務員 2 人 302,100 円 308,850 円 60.8 歳 用務員 202,700 円 53.7歳 1.52 

 その他  人 円 円 歳 － － － － 

※ 「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の給料月額の平均である。 

 ※ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外手当などのすべての

諸手当の額を合計したものである。 

 ※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２２年～２４年の

３か年平均） 

 ※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致してい

るものではない。 

 

（2）年齢別職員数 

区分 

20 歳 

 

未満 
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～ 
27 歳 

28 歳 

～ 
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32 歳 

～ 
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36 歳 

～ 
39 歳 
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～ 
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～ 
47 歳 

48 歳 

～ 
51 歳 
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～ 
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～ 
59 歳 

60 歳 

 
以上 

   

全 体 

人 

0 

人 

0 

人 

0 
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0 
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0 
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人 

0 
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0 
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1 
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3 
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5 

 給食調理員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 4 

 用務員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0 

 

（3）その他給与に関する事項 

  ア 給料表 

   国の行政職俸給表（一）適用 

 

  イ 各種手当 

   一般行政職員に同じ（特殊勤務手当は平成１７年４月１日に全廃） 

   

  ウ 昇給基準 

   毎年１月１日に前一年間の勤務成績に応じ、４号俸（用務員＝公務補、給食調理員にあって

は５７歳を超える場合は２号俸）を標準として昇給。 

 



２ 基本的な考え方 

   余市町行政改革大綱及び推進計画（平成１８年２月策定）並びに余市町財政再建推進プラン 

（平成２０年３月改定）において、技能労務職員にあっても平成２２年度まで退職に伴う職員 

の原則不補充を更に平成２５年度まで継続し、その後職員数を全体で２００人程度の規模にす

ることを目途として、組織機構の見直しと合わせ計画的な職員採用を進めてきました。 

今後、用務員、給食調理員が退職等により人員不足となった場合は、臨時職員の雇用等で対 

応いたします。 

   給与制度の見直しに関しては、国や他の地方公共団体との均衡を考慮して、給与水準の適正 

化を図ります。 

    

３ 具体的な取組内容 

   給料表の適用について、国の行政職俸給表（一）の適用見直しは考えていません。現行では 

国に準拠した取扱いとなっており、国の給料表が改定となった場合は、同様の見直しを行いま 

す。 

平成１７年度当初から、一部技能労務職員に合わせて特殊勤務手当の全廃を行った。 

   また、給与構造改革における給与への勤務実績の反映を図る人事評価制度導入の検討を進め 

ます。 

   

４ その他 

   全技能労務職員の平均年齢が５９.２歳と極めて高く、今後１０年間で１１人が定年退職を迎 

えることとなり、余市町行政改革大綱に基づき民間委託等の実施にあたっては、適正な管理の 

もと、町民サービスの維持・向上等に留意しつつ、効率性・経済性を考慮し、民間委託等にふ 

さわしい業務については積極的に推進します。 

また、費用対効果等に配慮し、事務事業の見直しを進めるとともに、行政の責務と公共性の

確保を基本に、指定管理者制度の導入等、運営形態や管理事務を見直し、より合理的・効率的

な管理運営を進めます。 


